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技能検定とは、働く上で身に付ける、または必要
とされる技能の習得レベルを評価する国家検定制
度で、機械加工、建築大工やファイナンシャル・
プランニングなど全部で132職種の試験がある。

平成13年度から指定試験機関制度を導入（令和６
年１月現在20職種）。これ以外は都道府県職業能
力開発協会が試験を実施。

技能検定の実施状況は、令和４年度には全国で約
87万人の受験申請があり、約36万人が合格。制度
開始から延べ約837万人が資格を取得

メリット

・技能士と名乗ることが出来る

・他資格試験の受験資格や一部試験免除

・建設工事等に配置する技術者資格

・技能者の習熟度確かめる方法

・製品の生産性の向上や品質維持

技能検定のご案内 : 中央職業能力開発協会（JAVADA）
https://www.javada.or.jp/jigyou/gino/giken.html

技能検定制度について ｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/
ability_skill/ginoukentei/index.html
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令和６年８月２９日公布・施行

（厚労省資料より抜粋）



• 技能検定制度は、労働者の有する技能及びこれに関する知識の程度を検定し、公証する国家検定制度であり、職業
能力開発促進法（昭和44年法律第64号）に基づいて実施されている。

• 林業職種では、育林及び素材生産を行う業務に関する技能及び知識について検定するものである。

• 試験実施主体は、（一社）林業技能向上センター。

■試験区分と受験資格

■試験の種類

  ●学科試験
  問題の正解を選択肢の中から選び、解答用紙に記入。

  ●実技試験
  ・判断等試験（１級、２級のみ）

  写真、イラスト等によって提示した対象物や現場の状態を見て判断等を行い、選択肢の中から正解を選んで
解答用紙に記入。

  ・製作等作業試験
  チェーンソーを使用して、実際に作業を実施。

受験区分 基礎級 ３級 ２級 １級

受験資格 (日本人労働者は無関係) 実務経験年数０年以上 実務経験年数２年以上 実務経験年数５年以上

３級 玉切り作業（他に組み立て、暖機運転） ２級 受け口・追い口作成作業 １級 受け口・追い口作成作業（傾斜木）

林業職種の試験概要について
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技能検定の活用例・今後のスケジュール

林野庁においても、処遇の改善や労働安全の確保に結びつくものとして、普及に向
けた取組を推進。ぜひ活用してください。

（林業技能向上センターが賛助会員向けに情報発信を行っています）

能力評価

・資格により技能を客観的に示せる

・昇級・手当などで賃金に反映

人材育成

・技能検定の試験勉強により基礎知識の習得

・技能士を名乗ることにより責任感をもつ

企業ブランド

・技能士が一定数いることにより他社との差別化

（参考）活かす〈技能士活用事例〉 | 技のとびら – 技能検定制度のポータルサイト (mhlw.go.jp)
https://waza.mhlw.go.jp/ginoushi-katsuyou/index.html#post_2

メリット

○技能士と名乗ることが
出来る

○技能者の習熟度確かめ
る方法

○製品の生産性の向上や
品質維持

○技術者に対する優遇等

令和６年度の試験予定

○10月15日（火）～11月11日（月） 受検申請受付
○１月25日（土） 筆記試験（愛媛県、熊本県）
○２月１日（土）～３月５日（水）     実技作業試験（愛媛県、熊本県）

→林業技能向上センターのHP（林業技能検定 一般社団法人林業技能向上センター (ringyou-
gino.org) ）にて、実施公示を公示中。

https://waza.mhlw.go.jp/ginoushi-katsuyou/index.html#post_2
https://ringyou-gino.org/skill/index.php
https://ringyou-gino.org/skill/index.php
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外国人の在留資格について
• 外国人が日本に在留するためには、目的に応じた「在留資格」を出入国在留管理庁が当該外
国人に対して認定しなければならない。

• これまで林業の追加を目指してきた在留資格は、技能実習と特定技能の２つ。



特定技能の概要

目 的 国内人材を確保することが困難な状況にある産業として指定された産業分野（特定産業分野）において、一定の専門性・技能を

有する外国人を受け入れることが目的。相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有する外国人向けの在留資格「特定技

能１号」及び熟練した技能を有する外国人向けの在留資格「特定技能２号」の２種類がある。

特定産業分野（16分野）
  介護、ビルクリーニング、工業製造製造業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、農業、漁業、
飲食料品製造業、外食業、木材産業、林業

仕組みの概要

林業分野は「特定技能１号」のみ！

特定技能２号

特定技能１号

海外から来日
する外国人

日本国内に在留
している外国人
（留学生など）

特定技能１号のポイント

在留期間：１年、６か月又は４か月ごとの更新（通算で上限５年まで）

技能水準：技能測定試験等で確認

日本語能力水準：生活や業務に必要な能力を試験等で確認

家族の帯同：基本的に認めない

外国人材の支援：外国人材ごとに作成・認定された計画に沿って支援

特定技能２号のポイント

在留期間：３年、１年又は６か月ごとの更新（更新回数に制限なし）

技能水準：技能測定試験等で確認

日本語能力水準：生活や業務に必要な能力を試験等で確認

家族の帯同：要件を満たせば可能（配偶者、子）

外国人材の支援：受入れ機関や登録支援機関による支援の対象外

※技能実習制度との関係については後述。

特定技能制度について

• 国内人材を確保することが困難な産業について、即戦力となる外国人材を受け入れる制度。

• 令和６年９月30日、入管法関係省令の改正により、林業分野が特定技能１号へ正式に位置付け。

• これにより、林業分野における特定技能制度の運用が正式に開始。

• 受入れ人数は令和10年度までで、最大1,000人。
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• 林業分野では、林業技能測定試験により技能を確認した育林、素材生産等の作業を特定技能外国人の
主たる業務としている。

• 主たる業務のほか、当該業務に従事する日本人が通常従事することとなる関連業務（林内で行う林産
物の製造・加工等）に特定技能外国人が付随的に従事することは差し支えない。

• なお、林業分野においては、派遣による受入れは不可（直接雇用のみ）。

林業分野において特定技能外国人に従事させることができる業務について

【主たる業務】＝林業技能測定試験の合格により確認された技能を要する業務

○育林

○素材生産

○林業用種苗の育成（育苗）

○原木生産を含む製炭作業

【関連業務（例）】＝主たる業務に従事する日本人が通常従事することとなる業務

○特定技能所属機関が生産した林産物を原料又は材料の一部として使用して林内で行う製造又は加工の作業

○特定技能所属機関による林産物の生産に伴う副産物（樹皮、つる等）を原料又は材料の一部として使用して
行う製造又は加工の作業

○機器・装置・工具等の保守管理

○資材の管理・運搬

○特定技能所属機関が業務で使用する事業所等の清掃作業

○その他特定技能所属機関で林業の業務に従事する日本人が通常従事している作業 等
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• 特定技能所属機関（いわゆる受入れ機関）に関して、全分野に共通する要件に加え、林業分野独自の
上乗せの要件を課している。

• 主な独自の上乗せ要件に、林業特定技能協議会への加入や労働安全衛生に関する要件がある。

◼ 労働・社会保険・租税に関する法令を遵守していること
◼ 特定技能雇用契約締結の日前１年以内及び締結後に同種の業務に従事する労働者の非自発的離職を発生させていないこと
◼ 特定技能雇用契約締結の日前１年以内及び締結後に企業の責めに帰すべき事由により外国人の行方不明者を発生させていな

いこと

必要条件

◼ 農林水産省や協議会への必要な協力を行うことが必要
◼ 在留資格の諸申請の前に、協議会構成員となっておく必要

全分野共通
の受入れ要件
※より詳細は入管庁HPへ

（雇用における注意点 | 出
入国在留管理庁 

(moj.go.jp)）

林業分野
上乗せ要件

特定技能所属機関に対する上乗せの要件

林業特定技能協議会への加入

◼ 育林、素材生産の場合（以下２つのうちいずれか）
・ 「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づく認定事業主であること
・ 「森林経営管理法」に基づき都道府県知事が公表した民間事業者であること

◼ 種苗生産、製炭の場合
・ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェックシート」による取組状況を協議会へ提出

労働安全衛生に関する要件（協議会加入要件）

◼ 下記に該当し、刑の執行等から５年が経過していない
・ 禁固以上の刑に処せられた者
・ 出入国又は労働に関する法律に違反し、罰金刑に処せられた者
・ 暴力団関係法令、刑法等に違反し、罰金刑に処せられた者
・ 社会保険各法及び労働保険各法において事業主としての義務に違反し、罰金刑に処せられた者

◼ 技能実習計画の取り消しを受けた５年が経過していない（役員等が取り消された実習に関与していた場合も含む）
◼ 特定技能雇用契約の締結の日前５年以内または締結後に、出入国・労働関係法令に関する不正行為等を行った（保証金・違約

金等の契約・徴収も含む）
◼ その他、暴力団排除、役員の行為能力等に関する規定を遵守していること

欠格事由

◼ 義務的支援実施にかかる費用を企業が負担すること

必要な対応

※主なものを抜粋
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• 特定技能外国人の適正な受入れ及び保護に有用な情報を共有するとともに、林業分野に特有の事情を
踏まえた事項を協議し、必要な措置を講ずることを目的として、「林業特定技能協議会」を設置。

• 特定技能所属機関は必ず協議会構成員になる必要がある。

林業特定技能協議会について

林業特定技能協議会

①特定技能所属機関 ③農林水産省②業界団体 ④制度所管省庁

林業技能向上センター
日本林業経営者協会
日本造林協会
全国素材生産業協同組合連合会
全国国有林造林生産業連絡協議会
全国山林種苗協同組合連合会
日本林業協会
全国森林組合連合会
全国燃料協会

出入国在留管理庁

警察庁（刑事局組織犯罪対策部）

外務省（領事局外国人課）

厚生労働省（職業安定局外国人雇用対策課）

※ ①～④のほか、協議会が必要と認める者（オブザーバー）の参加を可能とする

※ ②及び③の一部構成員からなる幹事会を設置する

【 協議会の活動内容（協議事項）】

• 特定技能外国人の受入れに係る制度の趣旨及び優良事例の周知

• 特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発

• 特定技能所属機関に対する協議会構成員資格の確認及び証明

• 林業分野に特有の事情に応じた固有の措置の設定 等

林野庁経営課（事務局）

林業の労働災害発生率が他産業に比べて高いことを踏まえ、特定技能外国人材の労働安全衛生に係る協議会要件として、

 ① 特定技能所属機関は、労確法に基づく認定事業主又は森林経営管理法に基づき公表されている民間事業者であること
※ 特定技能外国人材に林業種苗育成や製炭の作業のみを実施させる場合には、①に関わらず、労働安全対策に取り組んでいることを要件とする

 ② 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく安全な伐木作業方法や緊急時の連絡体制等について、特定技能
外国人への指導及び教育を実施すること

労働安全衛生に関する協議会要件
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• 林業分野で特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人材は、技能水準及び日本語能力水準に関する
試験に合格しなければならない。

※試験合格をもって特定技能の在留資格を得ることが保証されるわけではないので注意が必要。

※技能実習制度における関連性が認められる職種の技能実習２号を良好に修了している外国人材は、
両水準を満たすものとされている（両試験免除）。

林業分野に関する外国人材の水準を評価する試験について

①技能水準：「林業技能測定試験」の合格

※技能実習制度において関連性が認められる職種がある場合、その職種の第２号技能実習を良好に修了した
者は、いずれの試験も免除。

外国人材

← 林業分野に求める能力水準の評価が必要

①技能水準 及び ②日本語能力水準 の評価

②日本語能力水準：「1.国際交流基金日本語基礎テスト」又は「2.日本語能力試験（N4以上）」の合格

1.「国際交流基金日本語基礎テスト」（https://www.jpf.go.jp/jft-basic/）
→特定技能制度での受入れに必要となる基本的な日本語能力水準を判定するための試験。

○実施主体：独立行政法人国際交流基金
○実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（CBT）方式

2.「日本語能力試験（N4以上）」（https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html）
→特定技能制度での受入れに必要となる基本的な日本語能力水準を判定するための試験。

○実施主体：独立行政法人国際交流基金及び日本国際教育支援協会
○実施方法：マークシート方式

※そのほか、「日本語教育の参照枠（https://www.nihongo-ews.bunka.go.jp/infomation/framework_of_reference ）」のA2相当以上の水準と認められてもよい。
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• 特定技能１号の受入れにあたって、大きく以下２点についての技能水準を評価する試験であり、合格
することが必要。
①育林、素材生産等について基本的な知識を有しており、各種作業について、安全の確保を図りつつ、

一定時間内に正しい手順で確実にできるレベルであること。
②日本語で指示された作業の内容等を聴き取り、理解できること。

林業技能測定試験について（案）

林業技能測定試験

○実施主体：一般社団法人林業技能向上センター（以下「センター」という）。

○実施場所：国内及び国外。回数、時期、場所については、林野庁とセンターで協議の上、決定。

（当面の間は、国内のみでの実施予定。）

○試験内容：

  ・ 学科試験及び実技試験から構成する。

  ・ 使用言語は日本語（ひらがな、カタカナ又はふりがなを付した漢字）。

  ・ 試験水準は林業職種の技能検定３級と同等程度。得点が学科６割５分以上、実技６割以上で合格。

  ・ 学科は原則として真偽式。実技はセンターが定める材料を用い、指示に従って林業作業を行う。

○受験資格者：

        ・ 18歳以上であること。

  ・ 国内受験者は、試験当日に我が国の在留資格を有していること。 

  ・ 労働安全衛生法令に基づくチェーンソーによる伐木等特別教育の要件を満たす講習を受講していること。

○受験料：20,000円

○合否通知：メール等にて合格者本人へ合格通知書を受験後１ヶ月以内に送付。

○合格通知書の有効期限：受験日から10年

※技能実習制度において関連性が認められる職種がある場合、その職種の第２号技能実習を良好に修了した
者は、技能測定試験免除

※具体の時期、場所試験内
容等はセンターHPを参照。
（後日、公表予定。）
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特定技能外国人の就労開始までの主な流れ（イメージ）

特
定
技
能

所
属
機
関

特
定
技
能
外
国
人

国
内
採
用
ル
ー
ト

海
外
採
用
ル
ー
ト

技
能
実
習
ル
ー
ト

就

労

開

始

支
援
計
画
の
作
成

在
留
資
格
の
変
更

雇

用

契

約

の

締

結

リクルート活動

①林業分野での技
能実習生の受入
れ実績のある最寄
りの森林組合や民
間事業者

②海外にネットワー
クを持つ民間人材
紹介会社や現地
コーディネーター

③（主に国内の人材
を探す場合）

最寄りのハロー
ワーク、お住まい
の都道府県の林
業労働力確保支
援センターや民間
の職業紹介所

等への相談が挙げ
られる。

林業特定
技能協議会
への加入

労確法に基づく
認定等の協議会

加入条件を
満たす

林業技能
測定試験

及び
日本語試験

合格

関連性が認め
られる職種の
技能実習２号
を良好に修了

査
証
発
給

在
留
資
格
認
定

証
明
書
交
付

在
留
資
格
の
変
更

※４

※１

※３

※１ 遅くとも在留資格の申請までには加入が必要。    ※２   リクルート活動自体は協議会加入前から始めることも可能。
※３ 登録支援機関への委託も可能。    ※４ 関連性が認められる職種がある場合。

※２
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技能実習制度について

• 技能等の開発途上国等への移転により開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」を目的とした制度。

• 令和６年９月30日、技能実習法施行規則の改正により、林業職種が移行対象職種に位置付け。

• これに伴い、技能実習２号及び３号への移行が可能となった。

＜技能実習制度における主な受入れスキーム＞



移行対象職種になると、今までと何が変わるのか

14

今まで これから（R6.9.30～）

技能実習における
林業の位置づけ

非移行対象職種 ２号・３号移行対象職種

在留期間 １年以内 ５年以内（２号なら３年以内）

技能実習計画での
作業の審査基準

なし
個別に「同一作業の反復のみによって
修得できものでないこと」等を審査さ
れる

職種としての審査基準あり

作業内容 個別の作業内容 審査基準に基づいた作業内容

技能実習の目標 ・修得させる技能等を要
する具体的な業務がで
きるようになること

・技能等に関する知識の
習得

技能検定の合格
・１号修了時 基礎級（学科・実技）
・２号修了時 随時３級（実技のみ）
・３号修了時 随時２級（実技のみ）

農林水産省が定め
る上乗せ告示によ
る追加の要件

なし あり



作業内容に関する審査基準について

15

＜林業職種の必須業務＞
◼ 技能実習生が行う作業内容は、①必須業務、

②関連業務、③周辺業務の３つに分類される。

①必須業務：必ず行わなければならない業務。
作業時間全体の１／２以上。

②関連業務：必須業務に関連して技能の向上
に寄与する業務。全体の１／２以下。

③周辺業務：必須業務に関連して通常携わる
業務。全体の１／３以下。

◼ また、これらの業務に関する安全衛生業務を
１／１０以上充てなければならない。

→林業においては、上乗せ告示によりこの内
容の一部に義務講習を課している。

◼ 加えて、技能実習生に行わせることができな
い作業がある。

例：林業機械の運転に関する業務は禁止。

◼ 審査基準全体については、厚労省HPを参照。

mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou
/jinzaikaihatsu/global_cooperation/002.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/global_cooperation/002.html


• 技能実習においては、技能検定の合格を目標としなければばらない。

• 技能検定は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）に基づいて実施されている検定のこと（前
述と同じ）。

• 試験実施主体は、同じく（一社）林業技能向上センター。

技能実習の目標（技能検定）について

■試験区分と受験が必要なタイミング

■試験の種類

  ●学科試験
  問題の正解を選択肢の中から選び、解答用紙に記入。

  ●実技試験
  ・判断等試験（随時２級のみ）
  写真、イラスト等によって提示した対象物や現場の状態を
見て判断等を行い、選択肢の中から正解を選んで解答用紙に
記入。

  ・製作等作業試験
  チェーンソーを使用して、実際に作業を実施。

※随時３級は３級と、随時２級は２級と同等の技能レベル
（名称が異なるだけ）

受験区分 基礎級 随時３級 随時２級

外国人技能実習生 １号修了時 ２号修了時 ３号修了時

随時３級 玉切り作業（他に組み立て、暖機運転）

随時２級 受け口・追い口作成作業

16



技能実習における林業の特性を踏まえた労働安全対策（農林水産大臣告示の概要）

• 技能実習法施行規則において、特定の職種及び作業に係る事業所管大臣は、当該職種及び作業に特有の事情に鑑みて、
法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、技能実習の内容の基準や技能実習生の数等について、告示で定められること
ができると規定。

• 林業職種については、労働災害の発生率が高いことを踏まえ、農林水産大臣の告示により、技能実習生の労働安全の
確保を図るための要件を設定する。

◼ 林業作業に関する安全衛生講習の実施義務化
・ １号実習生については46時間以上、2号実習生については97時間以上を標準
・ 林業職種における技能実習制度運用要領において、詳細に規定

技能実習の内容

◼ 実習実施者を安全に実習を行うことができる事業者に限定
・ 「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づく認定事業主
・ 「森林経営管理法」に基づき都道府県知事が公表した民間事業者

◼ 技能実習指導員を一定の技能を持つ者に限定
・１～２号実習生には、１級又は２級林業技能士、合格後３年以上の実務経験を持つ３級林業
技能士(※)
・３号実習生には、１級林業技能士又は合格後３年以上の実務経験を持つ２級林業技能士(※)
※ 林業技能士の有資格者が十分に出るまでの経過措置を検討

◼ 緊急連絡体制の整備を義務化
◼ 伐木作業現場における安全指導体制の整備を義務化
◼ 講習の習熟度の確認を義務化

技能実習を行わせる体制

◼ 技能実習生の総数を実習実施者の常勤の職員の総数以下に制限

技能実習生の数

技能実習法施行規則
に基づく全職種対象
の受入れ要件

林業職種における
上乗せ要件

17



今後、受け入れるに当たっては（具体的な運用）

18

監理団体の検索(Search for Japanese Supervising Organizations) | 外国人技能実習機構 (otit.go.jp)
https://www.otit.go.jp/search_kanri/

• 技能実習生を受け入れるに当たっては、最寄りの監理団体にご相談いただきたい。

• 外国人技能実習機構の監理団体のHPには、監理団体名、住所、電話番号、受入れ国、２号移行対象職種
取扱等の情報が記載されている。

• 多くの監理団体が、事業協同組合の形式なので、実際に受け入れる際には事業協同組合の組合員になっ
て、技能実習生を受け入れる流れが想定される。

※ 監理団体においても新たに、林業を取扱職種として届け出る必要がある。

https://www.otit.go.jp/search_kanri/


• 関連性が認められる職種がある場合、当該職種の技能実習２号を良好に修了した者が林業分野の特定
技能１号へ移行する際は、技能試験及び日本語試験のいずれも免除。

• それ以外の技能実習２号を良好に修了した者が林業分野の特定技能１号へ移行する場合、日本語試験
のみ免除（技能試験の合格は必須）。

• 「技能実習２号を良好に修了している」とは、技能実習計画に従って技能実習１号とあわせて２年10
月以上修了し、①技能検定３級の実技試験に合格していること、または、②特定技能外国人が技能実
習を行っていた実習実施者が当該外国人の実習中の出勤状況や技能等の修得状況、生活態度等を記載
した評価に関する書面により、技能実習２号を良好に修了したと認められることをいう。

【関連性が認められる職種の技能実習生から林業分野の特定技能外国人への移行の流れ】

海外より来日

技能実習制度

技能実習１号

１年間

技能検定
基礎級合格

技能実習２号

２年間

特定技能１号特定技能制度

５年上限

技能実習１号とあわせて２年10ヶ月経過時点で
「技能実習２号を良好に修了」として特定技能への
在留資格変更許可申請可能。

在留資格の変更許可は
早くても技能実習計画の終了後。

※留意事項

• 関連性が認められる職種が移行対象職種に追加される前に技能実習１号を修了した者は、技能実習２号として受け
入れることはできない。

• 移行対象職種への追加時点での技能実習１号生を技能実習２号へ移行させたい場合は、実習計画の変更が必要。

• 在留期間中に技能実習２号から特定技能１号への在留資格変更許可が出れば、特定技能外国人を一時帰国させる
必要はない。

林業技能測定試験
免除

特定技能と技能実習の関係（技能実習２号から特定技能１号への移行）

19

※林業について、現時点では技能実習２号と特定技能１号の関連性は規定できていないが、技能実習２号が最
短で修了する令和８年度までに関連性を規定する（技能実習２号から特定技能１号へ移行可能とする）予定。



技能実習 （技能レベル） 特定技能

１年目

２年目

３年目

４年目 １年目

５年目 ２年目

３年目

４年目

５年目

基礎級

３級

２級

１号

２号

３号

１号

※ 技能レベルの「基礎級」、「３級」、「２級」は便宜的に「技能検定制度」におけるレベルで記載。

※ このうち、「３級」は緑の雇用事業のフォレストワーカー研修１年目の者と概ね同レベルの技能水準。

※ 特定技能のルート②においては、林業技能測定試験のほかに別途日本語能力に関する試験がある。

「技能検定基礎級」試験

「技能検定随時３級」試験

「林業技能測定試験」
（※当面は国内での試験実施を想定）

林業分野における技能実習と特定技能の技能レベルのイメージ

①

②

外国人材の就労の基本的な
ルートは、

① 「技能実習 → 特定技能」
※ 林業分野で主に想定するルート

※ 技能実習２号良好に修了で特定技能
に移行可能

② 「特定技能」
※ 他の在留資格で既に国内で就労して

いる者等が林業技能測定試験を受験
することを想定「技能検定随時２級」試験

20



技能実習 特定技能

目 的 技能、技術又は知識の開発途上国等への移転を図り、
開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に協力す
ること

国内人材を確保することが困難な状況にある産業分野にお
いて、一定の専門性・技能を有する外国人を受け入れること

入国時の試験 なし
（送出機関による選考がある）

技能水準、日本語能力水準を試験等で確認
（技能実習２号を良好に修了した者は試験等免除）

在留期間と段階ごとに必
要とされる技能
（技能検定との関係）

外国人労働者・受入れ企
業を支援する団体等

（監理団体）

受入れ企業への監査その他の監理事業を行う非営
利の事業協同組合等

（支援機関）

受入れ企業からの委託を受けて特定技能外国人に住居の
確保その他の支援を行う個人又は団体

業界団体との調整を行う
協議会

事業協議会
（設立は任意。業界団体等で構成される）

特定技能協議会
（設立は必須。業界団体等や受入れ企業で構成される）

外国人と受入れ企業の
マッチング

監理団体と送出機関を通じて採用 受入れ企業が直接海外で採用活動を行い又は国内外の
あっせん機関等を通じて採用

転 職 原則不可 同一の業務区分内において転職可能

技能実習２号

技能実習３号

特定技能２号

特定技能１号

１年以内

２年以内

２年以内

５年以内

更新制限なし

海外から来日する外国人 日本国内に在留している外国人
（留学生など）

技能実習１号
技能試験（技能検定３級相当）・
日本語試験に合格

（在留期間）

（在留期間）

技能試験（技能検定１級相当）
に合格

技能検定３級
実技試験に合格

技能検定２級
実技試験に合格

技能実習２号
を良好に修了
（技能検定３級
実技試験合格）

技能検定基礎級

実技試験・学科
試験に合格

原則２ヶ月の
講習を実施

特定技能と技能実習の関係（まとめ）
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（入管庁資料より抜粋）制度改正（育成就労など）について
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まとめ
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○技能検定制度について

  林業技能向上センターにて試験実施公示を発表

令和６年度は１～２月にかけて全ての級の試験を実施

○特定技能制度について

  受入れに必要な試験(技能測定試験)を３月に実施 

技能実習２号からの移行ルートからを基本と想定

○技能実習制度について

林業職種が追加により技能実習２号・３号の運用開始

  技能実習１号のための試験(技能検定基礎級)を３月実施

○制度改正（育成就労など）について

  現在、入管庁・厚労省にて関係法令を整備中
令和９年６月までに、育成就労制度がスタート

林業従事者の技能の評価を通じて、処遇改善や労働安全確保につなげるため、都道府県において
も林業技能検定の積極的な周知等にご協力をお願いします。

特定技能、技能実習ともに、受入れ自体に都道府県が直接関わるものではありませんが、林業労
働力の確保や外国人材の労働安全確保が図られるよう、林業現場での受入れ状況の把握等にご
協力をお願いします。
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